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懸医療相談室
○はじめに
　　昨年4月介護保険法の改悪や10月自立支援法可決と、「自助努力」・「自立」という美名のすり替えで日本
　国民の福祉が大きく後退していった。
　　また、今年4月に医療法改悪、介護保険法改悪というダブルの波が襲い、長期療養者と高齢者に生存権をお
　びやかす程の影響を及ぼしている。
　　私たち福祉専門職の理念は、憲法25条基本的人権13条幸福の追求権の法的根拠が源となっている。日々の援
　助実践はその理念にそって行われている。
　　しかし、現時点ではその源がハンマーで打ち砕かれている状況なのである。
　　しかも日本国憲法さえも根こそぎ引き抜こうとしている与党の右傾化に、まるで今、戦時下にあるような危
　機感を強く抱いているのは私ばかりではないであろう。
　　猫の目のように変わり矛盾をはらんだ内閣の言動、国民が知る前にすり抜けようとでもしているかのように
　次々と可決される重要な法案の数々。すでにマスメディアを官僚支配下におき、情報操作が行われ真実は隠さ
　れたままである。
　　多くの人々はフィルターにかけられた情報に騙されるか、すでに関心すらないという思考停止状態になって
　いる。
　　弱者がますます隅に追いやられ、次々と貧困層に落下していくのを目の当たりにし、病院のいちソーシャル
　ワーカーとしてだけではなく、社会に向けてソーシャルアクションも同時に展開していく必要性を禁じ得ない。
　　国民の人権iが侵害されている実態を、また今後は国民主権さえ消失してしまうかもしれない危機感をまずは
　当院の職員と共有していきたい。その共有意識が土台となり、弱者の立場にある患者の権利を守ることができ
　ると確信している。
　　今はまさに歴史的分岐点に立っているのである。
○業務内容
　①経済的問題（医療費・生活費）
　　・医療費の支払い困難に対し、諸制度の活用を吟味し助言する。
　　・家計の見直しを患者・家族と共に行う。
　　・サラ金、多重債務などの問題について対応し、専門家につなげる。
　②入院相談
　　・関係機関や地域住民からの入院相談に応じ、判定会議に必要な情報を収集し資料を作成する。本人・家族
　　　と入院前面接を行い、当病院の機能説明をし援助計画のためのアセスメントをする。
　③在宅調整（自宅・施設）
　　・自宅退院の場合、安心して療養生活がおくれるように介護保険や諸制度を活用し、退院前に本人・家族・
　　　関係機関と打ち合わせを行い環境を整備した上で退院できるように対応する。
　　・疾病やADL、費用、アクセスなどの条件から施設を探し、本人や家族の見学に同伴し選択の支援を行う。
　　　入所してからもソーシャルワーク援助が継続されるように引継ぎを行う。
　④転院調整
　⑤療養生活上の問題
　　・受診の相談に関係職種と連絡しながら対応する。
　　・社会資源の紹介、活用するための支援を行う。
　　・インフォーマルな社会資源の開発、あるいは関係機関に働きかけ必要な社会資源を創設する。
　⑥心理・社会的問題
　　・療養生活上の心理的葛藤、疾病や障害の受容に対応する。
　⑦家族調整
　　・家族間の意見の整理を支援する。
　　・家族関係の調整を行う。
　　・家族が疾病や障害の理解ができるよう支援する。
　⑧関係機関との連携
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　・急性期病院や各施設との関係作りを行う。
　・行政機関との円滑な関係作りを行う。
⑨地域の支援
　・地域住民の相談に対応する。
　・民生委員との連携を図る。
　・ケアマネージャーや訪問看護ステーションとの連携を図る。
⑩人権擁護
　・本人や家族の状況に応じて手続き等の代行や代弁を行う。
　・成年後見制度の活用
⑪その他
○平成16年度との比較
　①月別相談延べ件数
　　　平成16年度は合計1865件であったが、平成17年度は合計2470件と1．3倍になり、月平均50件つつ増加して
　　いる。毎月の相談件数も200件を超え、12月は276件と過去最高である。件数の増加は他職種の理解が深まり、
　　依頼が増加したことと、数多くかかわらなければならないケースが増えてきていることが要因と考える。
　　　季節的な要因は影響していない。
　②診療科目別相談件数
　　　呼吸科が713件で318件増、循環器科は710件と312件増と双方2倍に増加している。呼吸器科は、HOTの
　　クリティカルパスで関わるケースが増え、円滑に各部門と連携できていることが数字に現れていると判断す
　　る。
　③問題件数
　　　入院相談が減少し、在宅調整が705件と群を抜いて多く、昨年度275件で2．6倍の伸びを示している。療養i
　　生活上で必要な福祉制度・サービスの紹介、説明は753件あり、昨年度より300件増加している。
　　　家族調整は123件と昨年度46件と比べて約2．7倍増加。
　　　経済的問題（医療費・生活費）が604件で143件増加しているがまだまだ潜在しているケースがあると推測
　　している。
　④援助内容
　　　社会資源の紹介が635件と昨年度の2倍である。
　　　面接は1100件と1．6倍、退院調整では在宅・施設が659件と昨年の約4倍、転院調整は132件で昨年の2．4倍
　　である。
　　　社会資源の活用に力を入れていたこと、本人・家族と直接関わることを目指していたためこの様な結果に
　　反映されたと判断する。
　　　また、深いかかわりを必要とする心理・社会的なケース、家族調整も増えてきている。
　⑤援助対象
　　　主役である本人への関わりを重視したため691件と昨年度より288件増加している。
　　　また、医師とのやりとりが359件と昨年度より124件増加している。医師からの依頼は同時に医療情報、医
　　療方針を得ることができ、タイムリーな介入や早期の問題解決に非常に役立っている。
○まとめ
　　相談件数が月平均200件となり、確実に患者・家族の福祉ニーズに徐々に対応できていると考える。また、
　それだけ医療相談室が活用されていると解釈できる。他職種からの業務の理解も少しずつ浸透しており、適切
　な連携が図られている。患者のロコミもあり、突然の来室は毎日3～4件ある。
　　ただ、制度改悪により自己負担が増しているため、経済的問題を抱える患者がまだまだ潜在していると推察
　している。
○今後の課題
　①入院初期にソーシャルワーカーの自己紹介を行い、早期の問題発見につなぎたいと考えている。モデルとし
　　て7階病棟を選択し、医事課担当者からその月の入院患者のリストをもらい、祁皆科長と検討して必要なケー
　　スに医療相談室の紹介を行っていく。
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②外来の時点で関われるように医療相談室のPRを行う。
③人工透析の社会資源のパンフレットを作成する。透析についてより学習し、透析患者のチーム医療に参加す
　る。
④地域に根ざした病院の窓口としての役割を行う。
　・地域連携室とともに他病院との連携をはかる。
　・地域住民からの相談は解決の方向性が見えるまで関わる。あるいは関係機関に確実に結び付ける。
　・ボランティア準備委員としてボランティアの導入のための企画、運営に携わる。ボランティアの活動が開
　　始されてからはボランティアのフォローを行う。
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平成17年度年報集計
1．月別相談延べ件数
件数
4月
154
5月
140
6月
213
7月
181
8月
202
9月
216
10月
205
11月
223
12月
276
1月
189
2月
233
3月
238
合計
2470
300
250
200
150
100
50
0
□系列1
4月　　5月　　6月　　7月　　8月　　9月　10月　11月　12月　1月　　2月　　3月
2．診療科目別相談件数
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計
内科外来 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 3
内科入　院 30 15 2！ 22 29 42 17 4 38 26 24 17 285
呼吸器外来 1 5 3 2 3 0 10 8 8 5 5 0 50
呼吸器入院 63 25 44 22 40 64 71 67 47 54 72 144 713
循環器外来 3 3 7 13 25 22 9 10 16 13 ！7 6 144
循環器入院 41 48 60 71 52 36 52 70 97 66 64 53 710
院　　　　外 16 44 78 48 53 40 42 60 68 25 51 36 561
合　　　計 154 140 213 181 202 216 205 223 276 189 233 2382470
平成17年度診療科目別件数　　　　　　　　　　　　院外
　　　　　　　　　　　　10％
循環器入院
　27％
循環器外来
　　2％
内科外来
　0％　　内科入院
　　　　　　19％
呼吸器外来
　　1％
呼吸器入院
　41％
m内科外来
■内科入院
□呼吸器外来
□呼吸器入院
■循環器外来
口循環器入院
■院外
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3．問題件数
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 ！2月 1月 2月 3月 合計
医　　療　　費 8 20 15 40 22 22 27 17 46 19 25 35 296
生活・経済 11 9 19 39 29 29 11 37 54 29 18 23 308
入　　　　院 17 44 73 23 48 48 35 54 57 12 35 23 469
退　院（在宅） 61 33 39 57 46 46 52 69 84 57 79 82 705
退　院（転院） 36 27 32 7 9 9 21 10 3 1 0 8 163
受診・受療 0 4 5 8 3 3 3 1 5 4 8 5 49
心理・社会的 1 8 0 7 5 5 2 7 2 0 2 13 52
家　　　　族 2 0 9 7 10 10 6 3 13 26 17 20 123
療養生活 37 26 45 44 88 88 88 81 71 36 83 66 753
就労・社会復帰 0 0 0 0 1 1 1 2 0 0 0 0 5
人権擁護 2 0 0 4 10 10 8 13 2 20 4 5 78
そ　　の　　他 2 1 3 9 1 1 4 6 6 0 3 1 37
合　　　計 177 172 240 245 272 272 258 300 343 204 274 2813038
平成17年度問題件数
　　　　　　　人権擁護　就労・社会復帰　　　　　　　　1％　　　0％
　　　　療養生活
　　　　　21％
　　　家族
　　　1％
心理・社会的
　1％
　受診・受療
　　0％
退院（転院）
　20％
退院（在宅）
　34％
盧医療費
■生活・経済
□入院
□退院（在宅）
■退院（転院）
□受診・受療
■心理・社会的
□家族
■療養生活
回就労・社会復帰
□人権擁護
□その他
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4．援助内容
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計
社　会　資　源 36 25 36 54 60 62 78 52 65 36 65 66 635
機　能　説　明 2 7 11 7 7 6 0 9 11 7 6 18 91
面　　　　　接 89 81 101 91 90 105 91 77 96 73 97 1091100
手　続　代　行 10 0 1 6 3 2 15 27 14 2 10 10 100
事　務　連　絡 0 0 0 8 0 8 0 2 2 0 0 0 20
情報提供・情報収集 315 240 366 242 383 344 263 358 435 308 357 3033914
方　針　協　議 2 16 4 7 3 29 12 10 18 19 19 12 151
退院調整（在宅） 60 30 38 59 46 49 51 65 48 56 78 79 659
退院調整（転院） 33 24 24 1 9 19 8 6 1 1 0 6 132
家　族　調　整 2 0 0 0 0 0 0 0 0 15 3 3 23
代　　　　　弁 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 3
そ　　の　　他 6 0 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 10
合　　　計 555 423 586 476 601 624 518 607 690 517 635 6066838
　　　　　　　　　　　家族調整代弁平成17年度援助内容　　　　　　　　　その他　　0％　　0％
　　　　　　　　　1％
　　　退院調整（転院）
　　　　　　6％　　退院調整（在宅）
　　　　11％
方針協議
　0％
社会資源
　6％機能説明
　　　0％
　面接
　16％
手続代行
　2％
事務連絡
　0％
情報提供・情報収集
　　　58％
國社会資源
■機能説明
□面接
二手続代行
■事務連絡
目情報提供・情報収集
■方針協議
□退院調整（在宅）
■退院調整（転院）
團家族調整
□代弁
□その他
5．援助対象
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計
本　　　　　人 47 43 62 62 62 64 57 55 77 39 62 61 69！
家　　　　　族 81 59 47 47 78 81 56 68 82 76 62 60 797
医　　　　　師 16 19 31 31 32 35 17 35 36 22 45 40 359
看　　護　　師 94 65 49 49 70 91 64 99 118 112 91 1021004
院　　　　　内 18 17 50 50 33 40 31 32 36 31 41 64 443
関　係　機　関 118 111 104 104 197 151 137 140 208 112 154 1161652
そ　　の　　他 32 2 5 5 6 6 5 10 6 5 2 15 99
合　　　計 406 316 348 348 478 468 367 439 563 397 457 4585045
平成17年度援助対象
関係機関
　29％
その他
8％
本人
4％
12％
看護師
23％
家族
20％
医師
4％
薗本人
■家族
日医素
目看護師
■院内
団関係機関
■その他
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